
 
第２期愛知県特別支援教育推進計画の推進方策の目標及び進捗状況 

 

Ⅰ 幼稚園・保育所等、小中学校、高等学校 

１ 多様な学びの場における支援・指導の充実 

（１）校（園）内支援体制の充実 

   ①目標・・・毎年度、専門研修を実施する 

   ②令和元年度の実施数・・・１２講座実施 

→ 一人の幼児児童生徒を複数の教員がそれぞれの立場による専門性を発揮して支援・指導

できるよう、校（園）内支援体制の効果的な活用を進めます。 

 

（２）個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成率向上 

  ◎個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成率 

     ①目標・・・１００％（令和５年度） 

     ② 令和元年度の作成率（％）＜愛知県調査：名古屋市・私立を除く＞ 

 
幼稚園 

小学校 中学校 
高等学校 

特別支援学級 通常の学級 特別支援学級 通常の学級 

教育支援計画 ９３．６ １００．０ ６４．６ １００．０ ６２．９ （６２．４） 

指導計画 ８９．８ １００．０ ６９．６ ９９．７ ６３．６ （９３．６） 

※ 幼稚園の作成率は、発達障害を含む障害のある幼児（年長児）のうち、作成している幼児の割合を算出 

※ 小中の作成率は、特別な支援を必要とする児童生徒（校内委員会等で報告または検討された児童生徒及 

び学校教育法施行令第２２条の３に該当する児童生徒）のうち、作成している児童生徒 

※ 高等学校は県調査未実施のため、平成３０年度の数値 

→ 公立の幼稚園、小中学校の通常の学級、高等学校に在籍する特別な支援を必要とする幼

児児童生徒についても、個別の教育支援計画及び個別の指導計画の有効性を伝え、保護者

の理解を得て作成します。 

 

◎支援情報の引継ぎ率（公立中学校から高等学校等への引継ぎ） 

①目標・・・１００％（令和５年度） 

     ②平成３１年３月の引継ぎ率（％）＜愛知県調査：名古屋市を除く＞ 

   
公立高校 私立高校 

教育訓練

機関等 

特別支援

学校 
就職 その他 合計 

平成 31年３月 ４５．６ ５３．７ ６５．２ ９５．３ ３０．０ ２２．９ ６２．９ 

   ※ 個別の教育支援計画を作成している生徒のうち、引き継がれた生徒の割合で算出 

   （昨年度までは、個別の教育支援計画の必要な生徒のうち、引き継がれた生徒の割合で算出） 

→ 「中高連携特別支援教育推進校研究」における成果と課題を整理し、時期や方法等、中

学校から高等学校等への効果的な個別の教育支援計画等の引継ぎについて明らかにするな

ど、研究の成果を市町村教育委員会や高等学校等に還元し、引継ぎ率を向上させます。 

 

（３）適切な教育支援の推進 

①目標・・・毎年度、早期教育相談を実施する 

   ②令和元年度の実施数・・・県内７会場で実施 

→ 特別な支援を必要とする乳幼児やその保護者に対して必要な支援・助言を行うよう、早

期からの教育相談の充実を図ります。 

   

（４）特別支援学校との連携強化 

   ①目標・・・毎年度、障害種別に応じた教育充実強化モデル事業を実施する 

   ②令和元年度の実施事業・・・肢体不自由教育充実強化モデル事業（碧南市）、 

                 視覚障害教育充実強化モデル事業（大府市） 

→ モデル事業を引き続き推進し、その成果を市町村教育委員会及び学校に還元して、幼稚

園・保育所等及び小中学校と特別支援学校との間で行われている交流及び共同学習を推進

するとともに、教員の力量を高め、障害種に応じた教育の充実を図ります。 

 

 

 



 
（５）関係機関によるネットワークの形成 
   ①目標・・・毎年度、市町村特別支援教育連携協議会の実態を調査し、取組を発信する 
   ②令和元年度の取組・・・市町村における教育と福祉の連携に関する調査を実施 
→ 市町村の特色ある取組を発信し、各地域のネットワーク作りを推進します。 
 

２ 教員の専門性の向上 
（１）研修の充実 

     ①目標・・・特別支援教育に関する研修への参加率が前年度を上回る 
②平成３０年度と令和元年度の参加率（％）＜愛知県調査：名古屋市・私立を除く＞ 

   幼稚園 小学校 中学校 義務教育学校 高等学校 

平成 30年度 ９０．６ ８９．０ ８９．０    ８３．１ 

令和元年度 ９５．２ ９３．１ ９０．６ １００ （８３．１） 

※ 高等学校は令和元年度の県調査未実施 

→ 年々増加する特別支援学級の担任や通級による指導担当教員に対し、愛知県教育委員会
や愛知県総合教育センター、特別支援学校が主催する研修、講習会への参加を促し、通常
の学級担任を含めた全ての教員の特別支援教育に関する専門性を高めます。 

 
（２）特別支援学校教諭等免許状の保有率の向上 

①目標・・・全国平均を上回る（令和５年度） 
②平成３０年度と令和元年度の特別支援学級担当教員の保有率（％） 

   特別支援学級担当教員の保有率 

平成 30年度 ２２．５ 

令和元年度 ２３．２ 

→ 免許法認定講習の優先的受講や大学の公開講座等への協力を要請し、特別支援学級の担
任や通級による指導担当教員の特別支援学校教諭等免許状の保有率が、５年をめどに全国
平均を上回るよう働きかけます。 

→ 通常の学級にも特別な支援を必要とする児童生徒が在籍していることから、全ての教員
が特別支援学校教諭等免許状を取得することができるよう、大学等と連携して有効な研修
の機会の拡充を図ります。 

 

（３）リーダーとなる人材の育成 
①目標・・・人事交流の人数が前年度を上回る 

②平成３０年度と令和元年度の交流状況（人） 

   小中学校 
→特別支援学校 

特別支援学校 
→小中学校 

高等学校 
→特別支援学校 

特別支援学校 
→高等学校 

平成 30年度 ２８ ４ ２ １ 

令和元年度 ３０ ７ ３ ２ 

→ 小中学校及び高等学校と特別支援学校との教員の人事交流を毎年継続していきます。人
事交流を経験した教員を中心として、地域の特別支援教育の推進を図ります。 

 

３ 教育諸条件の整備 
（１）小中学校への特別支援学級の設置 
   ①目標・・・設置拡大する 

   ②平成３０年度と令和元年度の設置学級数＜名古屋市・私立を除く＞ 

   小学校 中学校 合計 

平成 30年度 １,９５９ ７３５ ２,６９４ 

令和元年度 ２,０８３ ７６４ ２,８４７ 

→ 児童生徒の障害の状態、教育的ニーズ、本人・保護者の意見等を踏まえて障害種に応じ
た支援・指導を行えるよう、適切な設置に取り組みます。 

 

（２）高等学校の通級指導教室の設置 
   ①目標・・・設置拡大する 

   ②平成３０年度設置校数・・・１校 

    令和元年度設置校数・・・・２校 

→ 通級による指導のニーズを把握し、必要な環境等の整備の充実を図ります。 

 

 

 

【平成３０年度全国平均３０．８％】 

資料８ 



 
Ⅱ 特別支援学校 

１ 多様な学びの場における支援・指導の充実 

（１）地域における教育的資源の有効的な活用 
    ①目標・・・モデル事業の他障害種への拡充 

    ②令和元年度・・・視覚障害へ拡充 

→ モデル事業での成果や課題を整理し、取組の内容や指導方法等を様々な学級での学習や生
活に活用できるよう、全ての小中学校及び特別支援学校に情報を発信します。 

 

（２）医療的ケアの充実 
    ①目標・・・看護師の配置拡大 

②平成３０年度と令和元年度の看護師配置数（人） 

   常勤看護師 非常勤看護師 

平成 30年度 ７ ５５ 

令和元年度 ７ ６５ 

→ 増加する児童生徒数に応じた看護師の増員等により、複雑化・多様化・高度化する医療的
ケアに対応するとともに、適切な医療的ケアが実施できるようにします。 

 

（３）外国人等語学支援の必要な幼児児童生徒への対応 

①目標・・・外国人等語学支援員を必要に応じて配置 

②令和元年度の支援状況 

支援実施校数 幼児児童生徒数 支援員数 配置時間総計 

１５校 ６６名 ２２名 １，２４２時間 

→ 特別支援学校への語学支援員の配置や小型通訳機の配備に努め、幼児児童生徒、保護者、
教員への支援を行います。 

 

（４）児童生徒への心のケア 
    ①目標・・・スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの拠点校配置 

②令和元年度・・・拠点校１校に、スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワー
カーを各１名配置 

→ 各地区の拠点となる特別支援学校にスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー
を配置し、巡回して支援できるよう努めます。 

 
（５）専門的知識をもった人材活用 

    ①目標・・・歩行訓練士、作業療法士等の外部人材の配置 

②令和元年度・・・歩行訓練士、作業療法士等の外部人材の配置を検討 

→ 歩行訓練士、作業療法士、理学療法士、言語聴覚士等の特別支援学校への配置を検討しま
す。 

 
２ 教員の専門性の向上 
（１）研究の充実 

    ①目標・・・前年度を上回る 
    ②令和元年度・・・地域における教育的資源の友好的な活用の促進に関する研究 

（肢体不自由教育充実強化モデル事業、視覚障害教育充実強化モデ
ル事業） 
入院児童等への教育保障体制整備事業 

→ 特別支援教育に関する様々な課題への対応や特別支援教育の推進に向け、様々な分野での
研究を実施します。 

 
（２）特別支援学校教諭等免許状の保有率の向上 

①目標・・・１００％ 
②平成３０年度と令和元年度の特別支援学校教諭等免許状保有率 
 平成３０年度 ７０．２％ → 令和元年度 ７５．０％ 

→ 未保有者に対し、取得状況、研修計画の確認を行い、２０２０年度までに特別支援学校教
諭等免許状を取得するよう促します。 

 
 
 
 



 
３ 教育諸条件の整備 
（１）特別支援学校の整備研究の充実 

   ○西三河南部地区新設特別支援学校の整備(知的障害、肢体不自由併設)  
    ①目標・・・新設開校 
    ②進捗状況・・・実施設計 
   ○空調設備整備（全ての県立特別支援学校：普通教室・特別教室） 
    ①目標・・・１００％ 

②進捗状況・・・８０．５％ 
→ 安城特別支援学校の教室不足の解消と岡崎特別支援学校への長時間通学の緩和を図るため、
西尾市内に本県初となる知的障害と肢体不自由の学級を併置する新しいタイプの学校を２０
２２年度の開校を目指して整備します。 

 
（２）通学環境の改善 
  ○肢体不自由特別支援学校のスクールバスの老朽化への対応 

①目標・・・スクールバス車両の順次更新（肢体不自由特別支援学校） 
    ②令和元年度・・・２台更新 
   ○盲学校や聾学校の通学環境の改善 
    知多地区から一宮聾学校へ通学する幼稚部・小学部の幼児児童の長時間通学の解消を図

るため、令和５年度を目途に知多地区へ聾学校分校を設置。 
 → 肢体不自由特別支援学校のスクールバスの老朽化への対応として、車両の更新を図ります。 
   通学区域の広い盲学校や聾学校について、寄宿舎の利用状況や在籍者の居住地域などの課

題を把握し、効率的に通学環境の改善を図る方法を検討します。 
 
４ 卒業後の生活へのスムーズな移行 

（１）就労先の拡大 

①目標・・・特別支援学校高等部卒業生の一般就労の就職率５０％以上 
就労アドバイザーによる就労先訪問件数は前年度を上回る 

②平成３０年度と令和元年度の就職率及び訪問件数 

   就職率 訪問件数 

平成 30年度 ３７．８％ ３８３件 

令和元年度 ３８．２％ ７８９件 

→ 就労アドバイザーが、生徒の障害の実態に応じた新たな実習先や就労先の開拓に活用し、
職域の拡大に努めます。 

 


